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市民のくらしを「最優先」。 

総額６億円規模の市独自の経済対策を実施！ 
 

市では、国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の交付限度額が決定したことを受

け、国の交付金を最大限に活用し、当初予定していた約４億円規模の物価高騰対策を大幅に拡

充します。 

新たに約２億円を上乗せした総額６億円規模の支援を実施し、物価高騰の影響を受けている

市民や事業者を守ります。 

 

事業総額：６億１，２８４万７，０００円 

 

・水道基本料金減免事業 ～東京都を上回る本気の支援を～ 

市民・事業者の負担軽減策として、水道基本料金を４か月間半額にします。さらに、夏場か

ら冬場にかけては１００％減免します。 

※既実施分（令和７年７月検針分から令和８年２月検針分）とあわせて、過去最大となる２

０か月間の減免を行います。 

事 業 額：３億２，５００万円 

実施期間：半額減免…４か月間（令和８年３月検針分～令和８年６月検針分） 

     １００％減免…８か月間（令和８年７月検針分～令和９年２月検針分） 

問 合 せ：上下水道総務課 ０４８－４７３－１２９９ 

 

・プレミアム付商品券の販売 ～５，０００部を追加～ 

食料品を含む消費の下支えなどを通じた市民や事業者への支援として５０％のプレミアム

付商品券を販売します。 

事 業 額：２億１，７５０万円 

販売単位：５,０００円 

発行部数：５５,０００部 

問 合 せ：産業観光課 ０４８－４７５－７３６０ 

 

・中学校給食費半額補助 ～子育て世帯を全力応援～ 

長引く物価高騰に対する子育て世帯の負担を軽減するため、給食費の値上げ相当分の助成に

留まらず、給食費の半額補助を実施します。 

事 業 額：７，０３４万７，０００円 

実施期間：令和８年４月～令和９年３月 

問 合 せ：学校教育課 ０４８－４５６－５３６６ 
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